
別紙　事業計画書
１　申請者の概要
	申 請 者
	会社名
	

	
	代表者名
	

	
	主たる事務所の所在地
	

	
	埼玉県内の技術開発
生産拠点の所在地
(本店が県外の場合)
	

	
	本店所在地
	

	
	県内事業所
	

	
	資本金出資金
	　　　　　　　　　万円

	
	従業員数
	　　　　　　　　名

	
	設立年月日
	年　　　月　　　日

	
	業種・主な
業務内容
	

	実 施 場 所
	名称
	

	
	所在地
	

	連 絡 先
	所属名
	
	電　話
	

	
	職名
	
	ＦＡＸ
	

	
	氏名
	
	E-mail
	

	
	連絡先住所
（郵送先）
	


　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　※必要に応じ、適宜、行を追加して記載ください。
２　共同事業体構成員（申請者以外）の概要
	共 同 実 証 者
	会社名
	

	
	代表者名
	

	
	主たる事務所の所在地
	

	
	埼玉県内の技術開発
生産拠点の所在地
(本店が県外の場合)
	

	
	本店所在地
	

	
	県内事業所
	

	
	資本金出資金
	　　　　　　　　　万円

	
	従業員数
	　　　　　　　　名

	
	設立年月日
	年　　　月　　　日

	
	業種・主な
業務内容
	

	実 施 場 所
	名称
	

	
	所在地
	

	連 絡 先
	所属名
	
	電　話
	


	
	職名
	
	ＦＡＸ
	

	
	氏名
	
	E-mail
	

	
	連絡先住所
（郵送先）
	


　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　※必要に応じ、適宜、行を追加して記載ください。
３　補助事業の概要
補助事業の事業概要を記載してください。但し、公表に支障のあるノウハウや知的財産権を含む内容は記載しないでください。
	　
（１００文字程度）


４　補助事業を通して解決を目指す「社会課題」及び活用する「先端デジタル技術」
補助事業を通して解決を目指す「社会課題」※1、活用する「先端デジタル技術」※2を記載してください。
※１：社会課題解決型先端デジタル技術実証・実装支援補助金交付要綱第２条１項で定義された言葉
を指す。

※２：社会課題解決型先端デジタル技術実証・実装支援補助金交付要綱第２条２項で定義された言葉
を指す。

	1 補助事業を通して解決を目指す「社会課題」
2 活用する「先端デジタル技術」



５　補助事業の目標
　今回の補助事業を通して、達成すべき目標を記載して下さい。
	


６　事業の具体的な取組内容と将来展望
補助事業の実施内容を具体的に記載してください。
記載に当たっては、下記の項目を参考に、必要に応じて図表や写真等を用いて、具体的かつ詳細に分かりやすく記載してください。
	1 補助対象事業に関して、これまで自社で取り組んできた内容
②　具体的な実証内容
③　想定される実証場所
④　期待される成果
⑤　今後の事業化に向けた展望



７　事業の実施体制
社内（実施責任者及びプロジェクトリーダー（実施リーダー）の所属）、社外（外注、委託）のリソースをどのように活用して事業を推進するのか、実施体制と個々の役割や内容等を記載してください。
	


８　事業実施スケジュール
　（１）事業実施予定期間
　　　　交付決定日以降　～　令和　　　年　　月　　日完了（予定）
　　　　　　
　（２）事業の実施時期等（交付決定以後、事業完了までの計画を記載してください）
	　　　　　　　　　　　　月
 実　施　項　目
	6月
	7月 
	8月 
	9月 
	10月
	11月 
	12月
	1月
	2月

	
	
	
	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	
	
	
	


　※　計画実施期間を　　　　　　で示してください。
９　補助事業予算明細表
【別表】の補助対象経費の区分に応じて必要経費を記載して下さい。
※補助金交付申請額の総額は、補助対象金額の２／３かつ、「実証準備等に関する経費」は「実証に関する経費」の２倍を超えない範囲でご申請ください。　
１　実証に関する経費
	No.
	費　目
	積算根拠
	金額
（千円）
	補助対象金額
（千円）
	補助金交付申請額
（千円）

	１
	実証労務費
	※補助事業期間内の費用のみ対象
	
	
	

	２
	技術指導費
	※補助事業期間内の費用のみ対象。総額が補助金交付申請額の１／２を超えないものとする
	
	
	

	３
	外注費
	※補助事業期間内の費用のみ対象。総額が補助金交付申請額の１／２を超えないものとする
	
	
	

	４
	旅費・交通費
	※補助事業期間内の費用のみ対象
	
	
	

	５
	運搬費
	※補助事業期間内の費用のみ対象
	
	
	

	６
	備品・消耗品費
	※補助事業期間内の費用のみ対象
	
	
	

	７
	その他経費
	※補助事業期間内の費用のみ対象
	
	
	

	
	合　　　計
	
	
	


２　実証準備等に関する経費
	No.
	費　目
	積算根拠
	金額
（千円）
	補助対象金額
（千円）
	補助金交付申請額
（千円）

	１
	機械装置・工具器具費
	※補助事業期間内の費用のみ対象
	
	
	

	２
	原材料費
	※補助事業期間内の費用のみ対象
	
	
	

	３
	技術指導費
	※補助事業期間内の費用のみ対象
	
	
	

	４
	外注費
	※補助事業期間内の費用のみ対象
	
	
	

	５
	委託費
	※補助事業期間内の費用のみ対象
	
	
	

	６
	構築物費
	※補助事業期間内の費用のみ対象
	
	
	

	７
	備品・消耗品費
	※補助事業期間内の費用のみ対象
	
	
	

	８
	その他経費
	※補助事業期間内の費用のみ対象
	
	
	

	
	合　　　計　　
	
	
	


※　消費税及び地方消費税並びに振込手数料は補助対象外とする。
